
こどものケアニーズに応じた支援について

こども家庭庁支援局家庭福祉課

資料１



これまでの専門委員会を踏まえた考えられる論点
 ◇ケアニーズは変化していくものであり、入所時点で固定的に捉えるものではなく、定期的に

再アセスメントを行い、こどものケアニーズに応じた支援を提供することが必要。

【主な論点】家庭養護としての里親、ファミリーホームについて、どう考えるか。

①ケアニーズに応じたこどもの養育先として、養育里親をどう考えるか。
・どのようなこどもの支援をすることが望ましいか。
・求められる養育力をどう考えるか。
・こどもの状況と里親の養育力を踏まえたこどもの人数規模をどう考えるか。

②ケアニーズに応じたこどもの養育先として、専門里親をどう考えるか。
・どのようなこどもの支援をすることが望ましいか。
・求められる養育力（専門性）をどう考えるか。
・ファミリーホームとの違いをどう考えるか。
・こどもの状況と里親の養育力を踏まえたこどもの人数規模をどう考えるか。

③ケアニーズに応じたこどもの養育先として、ファミリーホームをどう考えるか。
・どのようなこどもの支援をすることが望ましいか。
・専門里親との違いをどう考えるか。
・こどもの状況とファミリーホームの養育力を踏まえたこどもの人数規模をどう考えるか。

④ケアニーズに応じたこどもの養育をするために、家庭養護に必要となる資質や知識、スキルをどう考えるか。
・社会的養育に携わる使命感をどう考えるか。
・研修の内容・頻度・体系や実施体制をどう考えるか。

⑤ケアニーズに応じたこどもの支援をするため、家庭養護を支える支援として必要となる体制をどう考えるか。
・支援に関する各機関の役割分担をどう考えるか。
・支援の内容をどう考えるか。
・支援の関わり方や頻度をどう考えるか。
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【参考：第４回専門委員会での主な発言要旨】
（養育里親関連）

・ 養育里親はこどもとの密接な関係を形成しやすく、アタッチメント形成の観点からは強みがある反面、家庭養護は一度関係性が硬直した
場合には調整が難しくなるというリスクもある。

・ 里親同士のピアでの支援や、一緒にこどもを見ていけるようなグループをつくるなど、１つの支援の在り方ではなく、いろいろなものを
使いながらやるということが養育里親の今後の在り方。

・ 現状、共働き家庭が多数を占め、ひとり親家庭も増えている中で、どれぐらいの方が里親をできるのか考えなくてはいけないし、なって
ほしい里親数を明確に割り出す必要もある。

（専門里親関連）
・ 乳児、思春期、障害や行動面の困難さに対応できる専門職里親のような枠組みが必要。里親に対する支援は、加算だけではなく、養成段
階からの研修の充実、専門性の向上、チームで支える体制づくりがこどもたちを受け入れるとなったときに必要。こどものウェルビーイ
ングを中心に据え、一人一人に合った関わりを実現していくため、家庭の中で愛を持って制度設計をしっかり組み直していくことが必要。

・ 特別なケアニーズが大きくなったり複雑になっているこどもで、支援の水準を上げたり増やしたりしても難しいという場合に、そのこど
もたちの委託先が施設やファミリーホームなどいろいろな形が考えられ、今はない全く別の形もあり得る。

・ 自治体や里親からは専門里親制度の見直しの必要性が指摘されており、調査では、里親になりたい方と、実際の里親の年齢層がずれてお
り、なりたいと思っている人がなれていない現状があること、こどもの状態に応じた被虐待加算等をつけていく必要性、養育里親と専門
里親に委託するこどもの線引き、委託期間や体制などの整理が必要という回答があり、専門里親としての受託経験のない方も３割いた。
支援体制としては、専門職里親であっても、里親支援センターをさらに特化して専門職がいるような形が必要。今ある制度を組み合わて
改善できるようなやり方もあり、それをやりながら一番よくできそうな形を考えていくことが必要。

・ 研修受講により専門里親になれるが、実態は発達障害のこどもをみていないなど専門里親の在り方が現状に合わなくなってきている。質
的なものが担保され、社会的に重要なことをやっているという地位を保っていくような在り方が、今後の専門里親、専門職里親に求めら
れている。

・ 専門里親の専門とは何かが整理されておらず明確になっていない。まず、専門性は何なのかの整理をすることが必要。
・ 専門里親や専門職里親をどのように導入していくか、養育里親の持てる範囲も広げたりしながら考えていく必要がある。里親の下にいる
こどもの視点も大事にしながら、言い方や制度、伝え方もしっかり考えながら進めることが必要。

・ フランスの里親を見ると、職業であることがボランティア精神ではないからよくないとは見えなかった。日本では里親の社会的地位が曖
昧で、里親が社会的に大事なことをやっているのだという仕組みにしていくことが必要で里親も意識を持たないといけない。

2



・ 職業里親について、インフォーマルな情緒的な結びつきが家族で、職場とはある目的を達成するためにフォーマルな人間関係を形成して、
それに向かって共同していくもの。養育を職業と考えるならば、職業に応じた労働基準などの在り方を議論していかなくてはいけないが、
労働基準などの中では養育は想定されておらず、混乱が起きる。インフォーマルな関係性を大切にしながら、フォーマルな職場をどう結
びつけていくのかは難しい課題で、きちんと議論をした上で進めていくことが必要。

・ 国立児童自立支援施設では小舎夫婦制という形態での働き方もあり、こどものニーズに合わせるような形態をつくり、労働条件も考えな
がらその折り合いをどうつけていくか、里親の職業化について考えていくことが大事。

・ 専門里親や職業里親について、こどもの立場からはインフォーマルな部分の職業の労働基準法の部分は強く共感する。こどもは、自分の
ことを本当の家族のように接してくれる人のことを追い求めている。

（ファミリーホーム関連）
・ ファミリーホームは６人のこどもはケアニーズの高いこどもが多く、それぞれに異なるニーズがあり十分に応えることの難しさがある。
現行の定員では個別的なニーズを満たし切れない現状があり、条件も課して定員を６人から４人に見直す必要性がある。

・ ファミリーホームで補助者として勤務しても今の制度では養育者になれず、条件を課して補助者も養育者になれるようにすることで家庭
養育を担う人材を増やしていけるのではないか。

・ 集団規模について、ファミリーホームなどはこどもの人数が増えるほど同胞化と相互の影響が生じやすくなる一方で、関係の選択肢が増
えて心理的な逃げ場が生まれるという側面もある。

（家庭養護に必要となる資質やスキル関連）
・ 現状、里親委託されているこどもに何らかの障害がある割合が３割で、養育里親の水準を上げる必要がある。共働き里親が増えているな
ど研修を受けにくい状態が増えているが、登録後研修をしっかりやっていく必要がある。

・ 専門里親研修の定員に空きがある場合に養育里親も受けられるような形を取ることや、自治体や里親支援センターのトレーナーにやり方
を学んでもらい、自治体に帰ってやってもらうなど、制度を変えなくても、すぐに養育里親のスキルを上げていくことができる。また、
共働き里親の有給休暇や手当などの企業の協力など、インフォーマルな支えや理解などを強化していく必要がある。

・ 継続研修は非常に大事で、里親に応じた研修のコーディネートが必要。研修が体系立っていないことが課題。
・ 必要な研修体系と実践を支える伴走体制をセットにしていくことが必要。具体的な技術として、こどもの行動や背景を理解しながら感情
に巻き込まれず維持し続けていく力と、特に困難な状況で助けを求めることができる力は重要で、そのために日常的に相談しやすい関係
を築いておくことが大切。こどもの養育には幾つか困難な時期があり、１つは委託後おおむね１年の時期、もう一つは思春期の時期。研
修等で得た知識では対応が難しく複雑な行動が現れやすくなるため、適切なサポートが得られないと不安や無力感や孤立感から不調のリ
スクが高まる。あわせて、施設との連携によるスキルの共有も大事。養育者の技術は個人の資質に依存するものではなく、サポートの質
によって大きく左右されるもので、研修とサポートを一体的に設計する仕組みが大事。
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・ 里親自身が当事者として研修を担っていくことや、バディ制度のように里親同士が何かあったら支援できるようにするなど、里親が支援
されるだけではなくて、児童相談所、里親支援センターと里親でこどものことを考えたり、情報ももらえるようにというのがこれからの
養育里親の在り方。

・ こどもが行動化したときに、なぜその行動に至ったのかというヒストリーや里子の気持ちを理解することが大事で、こちらの価値観を押
しつけずにこどものシグナルを捉えることが必要。助けを求める技術はある意味で専門性であり必要。

・ いかにこどもを正しく理解するか、そのために必要な知見は何なのか、そのために必要な経験は何なのか、そのために必要な姿勢は何な
のか、価値観は何なのか。専門性は何なのか、資質やありようや価値観という軸、知識として何が必要なのかという軸、そして一定のス
キルとして何ができるのかというところを整理していくことが大事。

・ フォスタリングチェンジプログラムというイギリスのプログラムを日本に導入してやっているが、大前提にあるのは、こどもとの関係が
よくなる、安定した関係をつくるということが一番に考えられている。これからの日本の里親養育の中で大事なところをどこに置くのか
ということと、具体的に学ぶ内容を両方考えながら進めていけるとよい。

・ こどもが安心する方向に向かっていく関わりが正解。インフォーマルの部分はうまくこどもとマッチングするかどうかが一番重要で、正
しい１つの方法に集約していくなどを考えるとむしろインフォーマルな価値を潰してしまうので注意が必要。

・ 実親のことを尊重できるコミュニケーションが取れるか、自身の痛みに対してどれだけ客観的な語りができるか、自身の養育に関して客
観的に捉えて自身で資源を開拓するアクションが起こせるか、その３点が里親の中でどこまでできるのかが見えるだけでも、サポートす
るべきフォスタリング機関や里親支援センターの支援内容も変わってくる。

（家庭養護を支える支援として必要となる体制関連）
・ ケアニーズの高いこどもの家庭養育は、アタッチメントの再構築と信頼関係を基礎から積み直す必要がある。家庭養育を中心として、継
続的に専門性のある方々が関与するチーム体制が不可欠。さらに、セラピーや、家事支援者の配置などが必要で、こどもと向き合う時間
を確保するために、財政的な基盤が必要。

・ 現状、里親支援センター、フォスタリング機関、児童相談所、施設など、多くの主体がそれぞれの役割を担っているが、必ずしも有機的
に連動しているとは言えず、結果として里親家庭が困難を抱えた際に孤立しているという印象。これらの機関をつないで、点ではなくて
チームによるサポートにつなげていくことが重要。

・ 実親も招きながら一緒に共同して養育する、その中心に里親がいるというシステムに変える必要。また、すぐに支援体制が出来上がるわ
けではないので、傷ついた里親のケアもきちんと考えていくことが重要。

・ 現状、里親にかなり無理をさせているのにもかかわらず、まだ何かお願いしようとしているように見え、里親がどんどん苦しくなって
いってしまう。専門的な養育をしたくて里親になりたいというより、既にある生活の中にプラスアルファでできることがないかというも
のなので、既に認識の乖離が起きている。ケアニーズが高いこどもをいきなり里親にお願いしますということ自体、慎重になったほうが
いい。一方で、チーム養育など里親自身が信頼できる人をたくさん開拓すること、物理的にも距離が近いこと、実務的なサポートを受け
られることそのものがチーム養育。
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（その他）
・ 前提として重要なのは、措置先にかかわらず、こども一人一人のニーズに基づいた支援。なお、こどものニーズをこどもとともにアセス
メントする際には、それが必ずしも言語化された意見ではないことにも留意が必要。

・ 措置先の決定について、本来はこどもに選択肢が保障され、発達に応じた説明と対話がなされた上で、こどもの意見を十分に考慮して決
められるべき。

・ 措置先での暮らしの質的な向上として、こどものウェルビーイングを保障するには、基本的なニーズ、様々な逆境による影響のケア、保
護的・補償的な関係性・環境・経験などを生活の中で意図的にかつ十分に保障することが重要。そのためには「計画を立てる」「学ぶ・
実行するための環境を整える」「日々の暮らしで実行する」「定期的にアセスメントする」のサイクルを繰り返す仕組みが必要。この計
画は、措置先に任せるのではなく、児童相談所などが責任を持って具体的な項目を個別に計画することが重要。あわせて、里親や施設職
員の定期的な心理的支援やスーパービジョンの義務化などを制度として位置づける必要がある。

・ 措置解除後もその支援がどの程度ニーズを満たしていたかをこどもとともに振り返り、ライフコースを通して継続的に状況を把握する仕
組みが必要。

・ 本来であれば、こどものトラウマやアタッチメントの状態、特性等に応じてこどもの養育形態がどこに適しているかを判断して適切な
マッチングが必要になってくるが、必ずしも養育形態をこどものニーズと結びつけているような仕組みがあるとは言えず、結果としてミ
スマッチが生じて不調につながっていると考えられるため、ニーズに応じた適切なマッチングを行っていく仕組みを今後どのようにつ
くっていくかが課題。

・ 実親との関係性を結ぶことの大変さに対して、里親と施設でそれぞれどのように考え、ケアできるかを議題として上げるべき。
・ インフォーマルなものの価値を言語化して世に伝えなくてはいけない、それが委員会としての役割。国立武蔵野学院では夫婦小舎制を伝
統的にやっているが、インフォーマルなものの価値がどこにあるのかを伝える必要がある。

・ 医療的に重度の障害のあるこどもなどの措置先として乳児院は危険性が高く、できれば里親にお願いしたいが、現状、非常に厳しい。こ
れは手数の問題だけではなく、何かあったら命に関わる状態が怖いという里親は当然のことだとも思う一方で、乳児院でも危ないとなる
と長期に病院に入院することになり、そのようなこどもをどう育成していくのかの検討が必要。

・ 医療的ケア児や重症心身障害児を受け入れている里親も若干いるが、里親が医療的ケアはできないため難しいことだが、そういうこども
たちにも家庭での育ちは必要。レスパイトと一体化してこどもと里親を支えていく状況もつくっていく必要がある。

・ こどもの養育で心がけてきたことはこどものビーイングを尊重するということで、こどもが今あるありようは、いかなる状態であっても、
こどもがその環境の中で精一杯適応しようとして努力した結果が今であるので、その存在そのものを尊重することが大切。

・ 里親による子育て支援から代替養育まで切れ目ない支援の提供ができるようになるのはよいと思う。子育て世帯訪問支援事業や保育ママ
としての活用は、里親の研修になるとともに、里親と保護者との関係構築により家庭環境調整も図りやすくなる。

・ 求める里親として、家族の文化や背景を大事にした里親か、施設職員のような役割を果たしてくれる里親か、求めるものをどこに置いて
いるかを共有することが必要。
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 【参考：第１回作業チーム会議（５／１９）主な発言要旨】

・ 平成17年度厚生労働科学研究費補助金で作成した「子ども家庭総合評価票」については、児童虐待の可能
性を精度高くアセスメントし、こどもの自身の心身の発達と健康・こどもが生活する家庭・地域および地域
との関係性を含めた包括的な視点で問題を把握するもの。良いという声もあったが、量が多く作成に手間が
かかった等の課題がある。

・  「子ども家庭総合評価票」など現在あるものも使いながら、それぞれの課題も踏まえて進めていく必要。

・ バイオ・サイコ・ソーシャルの観点や客観的な心理検査などを組み合わせての活用、潜在的なニーズの把
握という観点も重要。

・ 質問項目が多くなるため、「最低限必要なもの」と「個別ケアのための詳細なもの」という形で分けても
良いのではないか。

・ アセスメントの実施者としては、こども家庭ソーシャルワーカーなどの専門職の活用、児童福祉司やケア
ワーカーの研修などによるスキルアップの必要性、チームでのアセスメントの実施といった観点が必要。

・ こども自身がアセスメントに参加することも重要。

・ 今後の進め方としては、各委員がアセスメントの枠組みや含めるべき項目などについての意見を事務局に
提出し、事務局でそれらの意見を整理した上で、改めて議論を行う予定。
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○里親・ファミリーホームの推移

＜参考＞要保護児童数の推移
H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6
46,673 45,236 46,463 45,826 45,681 45,549 45,578 45,721 44,354 44,258 43,650 42,434 41,773 41,507 41,436 41,823

（単位：人）

（注）要保護児童数は、里親・ファミリーホームの委託児童数、乳児院・児童養護施設・児童心理治療施設・児童自立支援施設・母子生活支援施設・児童自立生活援助事業の入所児童数の合計
（出典）

・里親、ファミリーホーム、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、母子生活支援施設は、福祉行政報告例（各年度3月末現在）
・児童自立支援施設、児童自立生活援助事業は、家庭福祉課調べ（各年度10月1日現在）



里親・ファミリーホームの現状①

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（１）児童の委託理由

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

父の死亡 2.3% 1.8% 0.9% 1.1%

母の死亡 10.8% 9.2% 3.0% 3.6%

父の行方不明 1.6% 0.8% 0.8% 0.3%

母の行方不明 6.7% 4.9% 3.4% 2.6%

父母の離婚 1.4% 0.9% 3.4% 1.9%

両親の未婚 ＊ ＊ ＊ ＊

父母の不和 0.7% 1.0% 1.1% 0.2%

父の拘禁 0.5% 0.5% 0.4% 0.9%

母の拘禁 2.5% 2.5% 3.5% 2.7%

父の入院 0.6% 0.4% 0.3% 0.4%

母の入院 1.7% 1.6% 2.0% 1.8%

家族の疾病の付き添い 0.2% 0.1% - 0.2%

次子出産 0.2% 0.2% 0.2% 0.2%

父の就労 0.9% 0.8% 1.3% 0.9%

母の就労 1.4% 1.1% 2.0% 1.8%

父の精神疾患等 0.5% 0.8% 0.4% 0.4%

母の精神疾患等 12.5% 14.8% 13.9% 13.1%

父の放任・怠だ 1.3% 1.5% 1.6% 1.7%

母の放任・怠だ 11.9% 14.1% 12.2% 12.4%

父の虐待・酷使 3.9% 5.3% 7.4% 9.7%

母の虐待・酷使 5.4% 8.1% 7.5% 9.8%

棄児 1.4% 0.5% 1.3% 1.1%

養育拒否 15.3% 13.6% 13.5% 13.5%

破産等の経済的理由 6.3% 5.8% 2.8% 2.3%

児童の問題による監護困難 1.2% 1.5% 5.2% 4.3%

児童の障害 0.2% 0.3% 1.2% 1.1%

その他 7.6% 7.2% 9.5% 8.8%

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ 里親

構成割合（％）

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

0歳 3.0% 3.0% 0.7% 0.4%

1歳 3.7% 3.0% 1.0% 1.1%

2歳 4.1% 4.1% 1.8% 1.3%

3歳 5.1% 5.4% 2.4% 2.6%

4歳 5.2% 6.1% 3.0% 3.1%

5歳 5.3% 5.5% 3.9% 3.6%

6歳 4.4% 5.8% 4.5% 4.4%

7歳 4.6% 5.1% 6.4% 5.4%

8歳 4.7% 5.1% 5.0% 5.0%

9歳 4.3% 5.0% 4.5% 6.1%

10歳 4.9% 4.8% 5.9% 5.9%

11歳 4.5% 4.9% 4.7% 5.7%

12歳 4.6% 4.7% 6.7% 7.6%

13歳 5.4% 4.6% 6.7% 5.5%

14歳 6.0% 5.4% 6.7% 6.8%

15歳 6.2% 5.6% 8.5% 7.9%

16歳 7.1% 6.0% 8.5% 7.9%

17歳 7.5% 6.1% 9.0% 9.0%

18歳 6.7% 6.4% 7.0% 6.5%

19歳 2.1% 3.2% 2.5% 3.5%

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 10.2歳 9.9歳 11.6歳 11.8歳

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

里親 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

構成割合（％）

（２）児童の現在の年齢
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里親・ファミリーホームの現状②

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（３）児童の委託時の年齢 （４）児童の委託期間

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

0歳 11.0% 13.5% 4.3% 5.4%

1歳 10.3% 11.2% 3.2% 5.7%

2歳 14.5% 13.8% 7.7% 8.1%

3歳 9.7% 11.3% 7.3% 8.8%

4歳 6.0% 6.8% 6.9% 6.5%

5歳 5.1% 5.4% 4.5% 6.5%

6歳 5.2% 5.4% 6.6% 7.2%

7歳 3.8% 4.1% 5.4% 5.3%

8歳 3.1% 3.3% 6.3% 6.2%

9歳 2.8% 2.8% 5.4% 5.3%

10歳 3.2% 3.1% 4.7% 4.5%

11歳 2.9% 2.1% 5.8% 4.4%

12歳 4.0% 3.0% 5.9% 4.6%

13歳 3.2% 2.9% 5.8% 4.7%

14歳 3.2% 3.0% 5.6% 5.0%

15歳 3.9% 3.6% 5.9% 5.5%

16歳 3.2% 2.7% 4.2% 3.8%

17歳 1.9% 1.5% 2.2% 2.0%

18歳 0.2% 0.4% 0.3% 0.2%

19歳 - - - -

20歳 ＊ - ＊ -

21歳 ＊ - ＊ -

22歳 ＊ - ＊ -

平均年齢 5.9歳 5.4歳 8.2歳 7.5歳

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、年齢不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

里親 ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

構成割合（％）

Ｈ30 Ｒ５ Ｈ30 Ｒ５

総数（人） 5,382 6,057 1,513 1,713

1年未満 21.0% 21.1% 21.8% 18.2%

 1年以上2年未満 15.3% 14.9% 16.6% 16.0%

 2年以上3年未満 10.9% 11.6% 14.6% 11.6%

 3年以上4年未満 8.7% 9.7% 11.3% 12.3%

 4年以上5年未満 6.5% 7.7% 9.7% 8.8%

 5年以上6年未満 5.8% 6.1% 5.8% 6.8%

6年以上7年未満 6.1% 5.4% 5.4% 4.6%

7年以上8年未満 4.5% 4.0% 4.9% 5.1%

8年以上9年未満 3.7% 3.6% 3.0% 4.1%

 9年以上10年未満 2.9% 2.8% 0.5% 3.6%

 10年以上11年未満 2.8% 2.5% 1.1% 2.6%

11年以上12年未満 1.8% 2.6% 0.7% 2.3%

12年以上 7.5% 7.9% 2.8% 4.0%

平均期間 4.5年 4.5年 3.6年 4.3年

注）総数には、期間不詳を含む。

　　平均は、不詳を除く。

　　「ファミリーホーム」委託期間は、ファミリーホーム制度創設以前における里親委託期間を含む。

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ里親

構成割合（％）
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里親・ファミリーホームの現状③

【出典】児童養護施設入所児童等調査結果（各年２月１日現在）

（５）児童の被虐待経験の有無、虐待の種類

身体虚弱
肢体

不自由

重度心身

障害
視覚障害 聴覚障害 言語障害 知的障害 てんかん

外傷後

ストレス

障害

（PTSD）

反応性

愛着障害

注意欠陥

多動性

障害

（ADHD）

学習障害

（LD）

広汎性

発達障害

（自閉症

スペクト

ラム）

チック 吃音症

発達性

協調運動

障害

高次脳

機能障害

その他の

障害等
LGBT

Ｒ５ 6,057 29.6% 1.0% 0.6% 0.1% 0.5% 0.4% 0.5% 10.0% 0.7% 1.1% 3.1% 7.5% 1.0% 9.2% 0.3% 0.2% 0.3% 0.0% 5.0% 0.4%

Ｈ30 5,382 24.9% 1.1% 0.6% 0.1% 0.3% 0.2% 0.6% 8.6% 0.8% 0.5% 2.5% 5.5% 0.8% 6.7% 0.4% 0.3% 0.3% 0.0% 3.9% 0.1%

Ｒ５ 1,713 51.2% 2.0% 0.8% 0.5% 1.5% 0.8% 1.5% 15.8% 1.1% 4.0% 11.1% 17.3% 6.8% 16.2% 2.2% 1.4% 1.4% 0.5% 6.7% 0.5%

Ｈ30 1,513 46.5% 3.0% 0.9% 0.2% 0.3% 0.3% 1.3% 15.8% 1.4% 2.3% 9.0% 12.0% 6.7% 13.0% 1.0% 0.9% 1.1% 0.5% 6.5% 0.1%

注）＊は、調査項目としていない。

　　総数には、不詳を含む。

　　「心身の状況」の構成割合は、総数に対する割合であり、複数回答のため100％を超える場合がある。

里親

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

該当あり

心身の状況（複数回答）

総数

（人）

構成割合（％）

虐待経験 虐待経験

あり 身体的虐待 性的虐待 ネグレクト 心理的虐待 なし

Ｒ５ 6,057 46.0% 30.5% 3.6% 65.0% 26.2% 49.5% 3.9%

Ｈ30 5,382 38.4% 30.4% 3.0% 65.8% 18.8% 56.3% 4.9%

Ｒ５ 1,713 56.8% 44.3% 9.2% 65.4% 38.3% 35.4% 7.5%

Ｈ30 1,513 53.0% 45.5% 7.5% 62.3% 36.0% 38.1% 8.1%

注）総数には、不詳を含む。

　　「虐待経験の種類（複数回答）」の構成割合は、「虐待経験あり」に対する割合であり、複数回答のため100%を超える場合がある。

虐待経験の種類（複数回答）
不明

里親

総数（人） 

構成割合（％）

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

（６）児童の心身の状況
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種類 総数 養育里親 養子縁組里親 親族里親
うち専門里親

対象児童

要保護児童 次に挙げる要保護児童のうち、
都道府県知事がその養育に関し
特に支援が必要と認めたもの

①児童虐待等の行為により心身
に有害な影響を受けた児童

②非行等の問題を有する児童

③身体障害、知的障害又は精神
障害がある児童

要保護児童 次の要件に該当する要保護児童

①当該親族里親に扶養義務のある児童

②児童の両親その他当該児童を現に監
護する者が死亡、行方不明、拘禁、
入院等の状態となったことにより、
これらの者により、養育が期待でき
ないこと

登録里親数 18,038世帯 15,392世帯 713世帯 7,677世帯 624世帯

委託里親数 5,411世帯 4,350世帯 166世帯 377世帯 587世帯

委託児童数 6,637人 5,198人 214人 394人 831人

里 親 制 度 の 概 要
○里親制度は、児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童（保護者のない児童又は保護者に監護させるこ
とが不適当であると認められる児童）の養育を委託する制度であり、その推進を図るため、
・平成14年度に親族里親、専門里親を創設
・平成20年の児童福祉法改正で、「養育里親」と「養子縁組を希望する里親」とを制度上区分
・平成21年度から、養育里親と専門里親について、研修を義務化
・平成29年度から、里親の新規開拓から委託児童の自立支援までの一貫した里親支援を都道府県（児童相談所）の
業務として位置付けるとともに、養子縁組里親を法定化し、研修を義務化

○里親が同時に養育する委託児童及び当該委託児童以外の児童の人数の合計は６人まで（委託児童については４人まで）
なお専門里親については委託児童２人まで
※里親が行う養育に関する最低基準第17条第１項及び第２項

里親に支給される
手当等 一般生活費（食費、被服費等。1人当たり月額）乳児 65,910円、 乳児以外 57,080円

その他（幼稚園・保育所費、教育費、入進学支度金、就職支度費、大学進学等支度費、医療費、通院費等）

※令和２年度から２人目以降の手当額を１人目と同額まで増額

里親手当 養育里親 90,000円（2人目以降も同額）
（月額） 専門里親  141,000円（2人目も同額）

※里親数・児童数は福祉行政報告例
（令和7年3月末現在）
※なお、総数については各里親類型
間に重複があるため一致しない

※令和７年度単価
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○里親登録（認定）の要件

①要保護児童の養育についての理解及び熱意並びに児童に対する豊かな愛情を有していること。
②経済的に困窮していないこと（親族里親は除く。）。
③里親本人又はその同居人が次の欠格事由に該当していないこと。

ア 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
イ 児童福祉法等、福祉関係法律の規定により罰金の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
ウ 児童虐待又は被措置児童等虐待を行った者その他児童の福祉に関し著しく不適当な行為をした者

養育里親 専門里親 養子縁組里親 親族里親

・養育里親研修を修了し
ていること。

※年齢に一律の上限は設け
ない。養育可能な年齢であ
るかどうかを判断。

・専門里親研修を修了していること。

・次の要件のいずれかに該当すること
ア 養育里親として３年以上の委託児童

の養育の経験を有すること。
イ ３年以上児童福祉事業に従事した者

であって、都道府県知事が適当と認
めたものであること。

ウ 都道府県知事がア又はイに該当する
者と同等以上の能力を有すると認め
た者であること。

・委託児童の養育に専念できること。

※年齢に一律の上限は設けない。養育可能
な年齢であるかどうかを判断。

・養子縁組里親研修を修了して
いること。

※一定の年齢に達していることや、
夫婦共働きであること、特定の疾
病に罹患した経験があることだけ
をもって排除しない。こどもの成
長の過程に応じて必要な気力、体
力、経済力等が求められることな
ど、里親希望者と先の見通しを具
体的に話し合いながら検討。

・要保護児童の扶養義務者及
びその配偶者である親族で
あること。

・要保護児童の両親等が死亡、
行方不明、拘禁、疾病によ
る入院等の状態となったこ
とにより、これらの者によ
る養育が期待できない要保
護児童の養育を希望する者
であること。

基本的な要件

＋

里親名簿への登録 親族里親の認定

都道府県児童福祉審議会の意見聴取

５年ごとの登録の更新（更新研修の受講） ※専門里親は２年ごと 12



登

録

基礎研修１日
・制度説明
・要保護児童
の理解など

実習１日程度
・児童福祉施
設での実習

など

里

親

委

託

受
入
準
備

こ
ど
も
と
の
引
き
合
わ
せ

更新研修１日
・社会情勢、改正法
・行動の理解
・養育上の課題に対応する研修等

専門里親研修
※障害児の特徴や福祉サービス等につ
いての講義・演習を追加。

登録までの研修

施設実習
・未委託里親
のみ

専門里親研修

養育里親委託経験３年以上等

更新研修

里

親

希

望

ガ
イ
ダ
ン
ス

児
相
・
里
親
支
援
機
関
に
よ
る

講
演
会
・
説
明
会
の
実
施

児童相談所に対して登録申請 家庭訪問・調査
児童福祉審議会から

意見聴取

２年毎の
修了認定

児童福祉の経験等を有する者

５年ごとに更新研修を受講

（都道府県より更新通知）
更
新

修
了
証

登録前研修２日
・最低基準
・こどもの心と体
・こどもの権利
擁護など

実習２日程度
・実践的実習

など

○養育里親の里親研修と登録の流れ
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目 的 期 間 内 容

(1)基礎研修

養育里親を希望す
る者を対象とする

〇社会的養護における里親制度
の意義と変遷、要保護児童の
おかれている現状を理解する
とともに、里親等に求められ
る役割等を共有する。

１日
＋
養育実習１日
程度

①里親制度の基礎Ⅰ

②保護を要するこどもの理解

③地域における子育て支援サービス

④先輩里親の体験談・グループワーク

⑤養育実習Ⅰ

(2)登録前研修

養育里親を希望す
る者のうち、基礎
研修の受講修了者
を対象とする

〇社会的養護の担い手である里
親として、こどもの養育を行
うために必要な知識とこども
の状況に応じた養育技術を身
につける。

２日
＋
養育実習２日
程度

①里親制度の基礎Ⅱ   

②里親養育の基本

③こどもの心

④こどもの身体 

⑤関係機関との連携

⑥里親養育における様々な課題

⑦こどもの権利擁護     

⑧里親同士によるピアサポート    

⑨先輩里親の体験談・グループワーク     

⑩養育実習Ⅱ

(3)更新研修

養育里親登録又は
更新後５年目の養
育里親を対象とす
る

〇養育里親としてこどもの養育
を継続するために必要となる
知識、養育上の課題や留意点
等を学び、養育技術の向上を
目指す。

１日程度
＋
養育実習１日
程度

①こどもを取り巻く社会情勢や法改正等の理解

②こどもの発達と心理・行動上の理解

③里親養育における課題や対応上の留意点

④意見交換・グループワーク

⑤養育実習

○養育里親研修カリキュラム
※ 実施機関は、都道府県・指定都市・児童相談所設置市（社会福祉法人、NPO法人等に委託可）

「養育里親研修の適切な実施について」（令和６年10月18日付けこ支家第525号
こども家庭庁支援局家庭福祉課長通知）で示している標準的なカリキュラム
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対象者 目 的 期 間 内 容

(1)認定研修 ○養育里親として３年以
上の委託児童の養育の
経験を有する者

○３年以上児童福祉事業
に従事した者であって、
都道府県知事等が適当
と認めたもの。

○都道府県知事等が上記
と同等以上の能力を有
すると認定した者

〇被虐待児等家庭養育の
必要な児童を受け入れ
る専門里親として必要
な基礎的知識や技術の
修得など、専門里親の
要請を行うことを目的
とする。

原則とし
て概ね３
か月以上

①養育の本質、目的及び対象の理解に関する科目

・社会福祉概論（講義）

・児童福祉論（講義）

・地域福祉論（講義）

・養護原理（講義）

・里親養育論（講義）

・発達臨床心理学（講義）

・医学（児童精神医学を含む）（講義）

・社会福祉援助技術論（講義）

※１月に履修できる科目は３科目まで

②養育の内容及び方法の理解に関する科目

・児童虐待援助論（講義・演習）

・思春期問題援助論（講義・演習）

・家族援助論（講義・演習）

・障害福祉援助論（講義・演習）

・専門里親演習（講義・演習）

※概ね３日間

③養育実習（実習）

※のべ７日間、宿泊研修１回必須
※被虐待児の処遇に関し十分な知識及び経験を有し都
道府県知事等が適当と認めた者について免除規定あり

(2)更新研修 ○専門里親の認定及び登
録を受けている者

〇専門里親の養育技術の
向上を図ることを目的
とする。

概ね２日間 ①児童福祉制度論   

②専門里親演習（講義・演習）

○専門里親研修カリキュラム
※ 実施機関は、都道府県・指定都市・児童相談所設置市（社会福祉法人、NPO法人等に委託可）

※「児童福祉法施行規則第１条の37第２号のこども家庭庁長官が定める研修」（平成21年３月31日厚生労働省告示第226号、「児童福祉法施行規則第36条の46第２項のこども家庭庁
長官が定める基準」（平成21年３月31日厚生労働省告示第227号）、「専門里親研修制度の運営について」（平成14年９月５日付雇児発第0905003号厚生労働省雇用均等・児童家
庭局長通知）で示している内容 15



ファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）の概要 
１．事業内容

ファミリーホームは、養育者の家庭に児童を迎え入れて養育を行う家庭養護の一環として、要保護児童
（保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童）に対し、この事業を行う住居
において、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊か
な人間性及び社会性を養い、児童の自立を支援する。

２．法律上の根拠
児童福祉法第６条の３第８項

３．実施主体
都道府県、指定都市、児童相談所設置市

４．運営主体（事業者）
都道府県知事等が適当と認めた者

５．職員配置について
養育者２名（配偶者）＋補助者１名、又は養育者１名＋補助者２名
個別対応職員１名（加算職員。ただし、個別の対応が必要であると都道府県知事等が認めたこどもがいる場合に
限る。）
※ 養育者は、ファミリーホームを行う住居に生活の本拠を置く者に限る。

６．ホームへの入居
児童福祉法第27条第１項第３号の規定に基づき、児童相談所が要保護児童の養育を委託

７．補助根拠
児童福祉法第５３条

８．補助率
１／２（国１／２、都道府県･指定都市・児童相談所設置市１／２）

９．ホーム数、委託児童数
ホーム数：５０５か所、委託児童数：１，８６２人 ※福祉行政報告例（令和7年3月末現在） 16



１．目的

里親支援センターは、里親支援事業を行うほか、里親及び小規模住居型児童養育事業（以下「ファミリーホーム」
という。）に従事する者（以下「里親等」という。）、その養育される児童（以下「里子等」という。）並びに里親
になろうとする者について相談その他の援助を行い、家庭養育を推進するとともに、里子等が心身ともに健やかに育
成されるよう、その最善の利益を実現することを目的とする施設。

※令和４年の児童福祉法改正で制度化（令和６年４月１日施行）

２．設置・運営主体

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、社会福祉法人等

３．設備について

事務室、里親等及び里子等並びに里親になろうとする者が訪問できる相談室等、

その他、事業を実施するために必要な設備

４．職員配置について

５．施設数

里親支援センターの概要 

主な職種 設備運営基準上の人員配置基準 措置費上の配置職員（加算職員を含む）

センター長 必置 １人

里親制度等普及促進担当者
（里親リクルーター） 必置 １人

里親等支援員 必置 登録里親家庭が61世帯から20世帯増える毎に、
１人ずつ加配

里親研修等担当者
（里親トレーナー） 必置 １人

Ｒ６ Ｒ７

か所数 24 55
（※）家庭福祉課調べ

R６は令和７年１月１日現在。R７は令和７年４月１日現在。

17
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里親支援センターについて

＜里親支援センターの業務＞

     ◆ 以下に定める業務を全て実施すること。
① 里親制度等普及促進・リクルート業務

 里親制度その他の児童の養育に必要な制度の普及促進を行うとともに、
里親等になることを希望する者の開拓を行う。

② 里親等研修・トレーニング業務
 基礎研修、登録前研修及び更新研修や、未委託里親等に対する研修・トレーニングを実施する。

③ 里親等委託推進業務
 委託候補里親等を選定するとともに、委託に向けて、里親等とこどもとの間の調整・支援等を行う。
 自立支援計画の作成・定期的な見直し又はその支援を行う。
 関係機関と連携し、里親等への委託を円滑に進めるため、里親委託等推進委員会を開催・参画する。

④ 里親等養育支援業務
 里親等及び里子等並びに里親になろうとする者に対し、その相談に応じ、必要な情報の提供、

助言その他の援助を行う。
 里親等がレスパイト・ケアを必要とする場合に、里親等と施設の間の調整を行う。
 里親等及び里親になろうとする者と乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設又は

児童自立支援施設に入所しているこどもや、里親等及び里親になろうとする者による
相互の交流の場を提供する。

 里親等及び里子等並びに里親になろうとする者に対し、里親等又は里親経験等を有する者の中から、
里親家庭への訪問による援助を実施する者を選定、里親等からの相談・援助の求めに応じて派遣し、
家事や養育補助など生活援助や養育相談など援助活動を行う。

⑤ 里親等委託児童自立支援業務
 里親等へ委託されている児童等又は里親等への委託を解除された児童等に対し、

自立支援計画への助言及び進行管理や、委託解除前からの自立に向けた相談支援、
委託解除後の継続的な状況把握及び相談支援等を行う。

概要 里親・ＦＨ及びその養育される児童

②里親等研修・トレーニング業務
③里親等委託推進業務
④里親等養育支援業務
⑤里親等委託児童自立支援業務

里親になろうとする者

①里親制度等普及促進・リクルート業務
②里親等研修・トレーニング業務
④里親等養育支援業務

里親支援センター

（想定される実施機関）

・民間フォスタリング機関
・児童福祉施設 等

児童相談所

児童福祉施設
関係機関との連携

地方公共団体

学校

18



支援局 家庭福祉課里親養育包括支援（フォスタリング）事業

里親のリクルート及びアセスメント、登録前・登録後及び委託後における里親に対する研修、こどもと里親家庭のマッチング、里親養育への支援
（未委託期間中及び委託解除後のフォローを含む。）に至るまでの里親養育支援及び養子縁組に関する相談・支援を実施する事業に要する経費を補助
する。（「里親支援センター」に対しては「児童入所施設措置費等国庫負担金」により、必要な経費を支弁）

事業の概要

事業の目的

 ＜児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金＞ 令和８年度予算案 206億円の内数（207億円の内数）
  令和７年度補正予算 0.5億円

リクルート マッチング

自立
支援

○ 広報の企画立案、講演会や説明会の
開催等による制度の普及啓発

○ 新規里親の開拓

○ 基礎研修、登録前研修、更新研修の実施
○ 委託後や未委託里親へのトレーニング

里親トレーナー≪加配≫

研修等事業担当職員≪加配≫

○ 委託候補里親の選定
○ 委託に向けた調整・支援
○ 自立支援計画の作成

里親等委託調整員≪必置≫

委託調整補助員≪加配≫

○ 自立支援計画への助言・進行管理
○ 関係機関と連携した自立支援
○ 生活支援、学習支援、就労支援
○ 委託解除前からの自立に向けた相談支援
○ 委託解除後の継続的な状況把握、相談支援

自立支援担当支援員≪必置≫

養育
支援

○ 里親家庭等への訪問支援
○ 相互交流の場の提供
○ 親子関係再構築支援
○ 夜間・休日も含む相談支援

○ 養育体験の機会の提供
○ レスパイト・ケア

里親等相談支援員≪必置≫、相談支援員補助員≪加配≫、
心理訪問支援員≪加配≫ 

レスパイト・ケア担当職員≪加配≫

研修・
トレーニング

里親リクルーター≪加配≫

リクルーター補助員≪加配≫

都道府県（児童相談所）

＜令和７年度補正予算＞ 共働き家庭里親等支援強化事業
共働きの里親や共働きの養親候補者等が委託児童等の養育と就業との両立が困難な状況が多いことから、共働き家庭里親等の実態把握を行うとともに、

創意工夫を凝らした先駆的な共働き家庭里親等への支援を行う自治体の取組に対して補助を行う。 19



（参考）前回までの専門委員会を踏まえたこどものケアニーズの整理について

20

１．ケアニーズの背景等（こどもたちの状態に関わる因子）
※ケアニーズの背景等について、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごと
に分類して記載しており、重複もあり得る。
Ⅰ 特性
①知的障害（疑い含む）
②発達障害（疑い含む）
（例）ADHD、LD、ASDなど

③身体障害（疑い含む）
（例）身体虚弱、肢体不自由、視覚障害、聴覚障害など

Ⅱ 経験
④被虐待経験
       身体的虐待、心理的虐待、ネグレクト、性的虐待
⑤喪失体験
（例）親の死、兄弟姉妹の死、父母の離婚、再婚など

⑥犯罪被害、いじめ
⑦精神障害（疑い含む）
（例）PTSD、トラウマ、統合失調症、双極性障害など

⑧アタッチメント（愛着）形成上の課題
（例）不適切な養育等による不安や緊張の高さ、過適応、 不得

手なコミュニケーション、対人距離のとれなさ、 自己肯
定感の低さ、協調性のなさなど

Ⅲ 環境
⑨生育環境
（例）基本的な生活習慣、経済状況、家庭環境、養育機能、 地域

社会の養育環境、対人被害、妊娠中の母親の体調など
Ⅳ 現在の状況と環境

（例）保護的・補償的体験ができているか、安全な居場所があるか、
生活環境が与えている影響等

※上記を考える際には、こどもの過去から現在までの状況、背景、こども
自身の強み等を踏まえ、ストーリーが見えてくるような形でのアセスメン
トが必要。
※上記は、各事項の相互作用の中で成り立っているものであり、個々に独
立して存在しているものではないことに留意。

※本資料は、あくまでこどもが直面し得る過酷な経験等として考えられ
るものを幅広く列挙したものであり、社会的養護を必要とするこどもが
一概にこれらに当てはめることができないことに留意が必要。

２.ケアニーズが満たされていない時にでるサインの例
～成長過程における過酷な経験や困難に直面したこども達にとって、そ
のニーズが満たされていないことに伴いでるサイン～
※サインについて、見落としを防ぐため、便宜的に類型ごとに分類して記載
しており、重複もあり得る。
Ⅰ 身体的側面
①身体的な発育の遅れ
②年齢不相応なADL
③神経生理学的な機能不全

Ⅱ 心理的側面
④癇癪（感情コントロール）
⑤膠着・緘黙
⑥希死念慮・自殺企図
⑦こだわりの強さ
⑧摂食障害（過食・拒食・異食・誤嚥）
⑨睡眠の課題（不眠・過眠・中途覚醒・夜驚・寝付きの悪さ・ 昼夜
逆転）

⑩精神的不調（抑うつ・不安・恐怖）
⑪解離
⑫多動・集中困難
⑬言語発達の遅れ
⑭認知的な発達の遅れ・ゆがみ
⑮共依存
⑯コミュニケーションの困難さ
⑰衝動性の高さ
⑱感覚過敏・鈍麻

Ⅲ 社会的側面
⑲不良、非行、虞犯行為
⑳虚言
㉑性的逸脱行為
㉒自傷
㉓他害（暴言・暴力）

Ⅳ その他
㉔過剰適応
（例）大変な状況にも関わらず何も問題ないように見える、

一般的に泣くような場面で泣かないなど
※サインがでていない＝支援が必要ない、ということではないことに留
意が必要。
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３．こどものケアニーズの緊急性・重大性・複雑性を測る観点

①現に集中的な対応が必要なもの
②放置すると重篤度合いが増すもの
・身体的成長を阻害するもの
・精神的成長を阻害するもの

③生命にかかわるもの
④重複して表出する場合が多いもの
⑤年齢を重ねるごとに自然に軽減することが期待できるもの
⑥年齢を重ねるごとに大きくなるもの
⑦軽減や改善に時間を要するもの
⑧支援の効果が出やすいもの
⑨支援の効果が出にくいもの
⑩専門職による支援が必要なもの
⑪医師による治療が必要なもの

※①～⑪について、全体的な観点からのアセスメントが必要。

４．１～３を測る上での留意事項
１～３を測る上で、どのような点に留意が必要か。１～３それぞれ

で複数の事項に該当することがあること、その組み合わせやこどもの
ニーズの緊急性・重大性・複雑性も一定ではないこと、こどもの成長
やケアの進捗等に伴うこどもの変化もありタイミングによって評価が
異なり得ることについて、どう考えるか。

①年齢によるニーズや緊急性・重大性・複雑性の変化
②表出する場所や時間帯等の環境要因によるこどものニーズの緊急
性・重大性・複雑性の変化

③家族との関係性
④支援を行う職員との関係性
⑤乳児であることへの留意
⑥地域社会との関係性
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